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（２） ひらかたプロデューサーズ登録者数 

                 （単位：人） 

       

 
新規登録者数 

 4月 1 

 5月 - 

 6月 1 

 7月 - 

 8月 1 

 9月 - 

10月 1 

11月 1 

12月 1 

 1月 - 

 2月 - 

 3月 - 

計 6 

〔注〕・平成 30年 1月から運用。 

・令和 4年度までの累計登録者数は 225 人。 
 
 

【広聴相談課】 
 
 

   （１）  市民相談件数 

                                                                       （単位：件、％） 

区    分 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

件  数 増減率 件  数 増減率 件  数 増減率 

生  活   相   談 5,370 ▲8.5 5,248 ▲2.3 5,713 8.9 

専   門   相   談 1,359 ▲14.7 1,492 9.8 1,674 12.2 

計 6,729 ▲9.8 6,740 0.2 7,387 9.6 

 

（２） 「無料相談会」実施状況 

（単位：件） 

実施日 タイトル 主 催 会    場 件 数 

8 月 6日 
司法書士による相談会 

「相続・遺言」 
大阪司法書士会 

蹉跎生涯学習市民 

センター 
23 

11月 27 日 
司法書士による説明会＆相談会 

「成年後見・相続・遺言」 

成年後見センター・ 

リーガルサポート大阪支部 
ラポールひらかた 42 

2 月 4日 
司法書士による相談会 

「相続・遺言」  
大阪司法書士会 

御殿山生涯学習美術 

センター 
33 

3 月 4日 大阪府下一斉 無料法律相談会 大阪弁護士会 
サンプラザ生涯学習 

市民センター 
12 

〔注〕市との共催による開催 
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総合政策部 所管事務の概要 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

企画政策室企画課 

企画政策室政策推進課 

財政課 

行革推進課 

ＤＸ推進課 

 

 

 

 

 

 

 

総合政策部

行革推進課

企画政策室

DX推進課

財政課

※企画課

政策推進課

(１)　市政に係る調査研究、企画及び総合調整に関すること。

(２)　総合計画に関すること。

(３)　事務事業（建設事業並びに行政財産である土地及び地上権等の権利（以下「用地」という。）の取得事務に限る。）の

　　　審査に関すること。

(４)　事務事業の進行管理の総括に関すること。

(５)　施策評価に関すること。

(６)　地方分権の推進に関すること。

(７)　総合計画審議会に関すること。

(８)　市議会の会議における質問に係る連絡調整に関すること。

(９)　広域行政に関すること。

(１)　市長の特命に係る調査研究、企画、立案及び総合調整に関すること。

(２)　民間活力の導入の推進に関すること。ただし、他の課の所管するものを除く。

(３)　まちの魅力向上に係るマーケティングに関すること。

(１)　予算の編成及び執行管理に関すること。

(２)　財政計画及び資金計画に関すること。

(３)　市債及び地方交付税に関すること。

(４)　財政事情の公表に関すること。

(５)　市議会に関すること。ただし、他の課の所管するものを除く。

(１)　行政改革の推進及び執行管理に関すること。

(２)　他の執行機関等との行政改革の推進に係る調整に関すること。

(３)　事務事業の見直しに係る企画及び調整に関すること。

(４)　外郭団体との調整の総括に関すること。

(５)　提案制度に関すること。

(６)　公共施設マネジメントの推進に関すること。

(７)　指定管理者選定委員会及び窓口関連業務等最適化検討支援事業者選定審査会に関すること。

(１)　情報化の推進に係る調査研究、企画、立案及び総合調整に関すること。

(２)　情報機器の利用に伴う通信に関すること。

(３)　情報機器の利用に伴う情報セキュリティに関すること。

(４)　情報処理システムの開発、管理及び運用に関すること。ただし、他の課の所管するものを除く。

(５)　パーソナルコンピュータ（他の課の所管に係るものを除く。）の管理に関すること。

(６)　社会保障・税番号制度の推進に係る企画及び調整に関すること。
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 令和 4年度主要施策の成果と課題 

 

【企画課】 

 

１．第５次枚方市総合計画等に係る施策評価及び EBPM（根拠に基づく政策立案）の推進について 

「第 5次枚方市総合計画（基本構想・基本計画）」「枚方市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる取り組みを効率

的・効果的に推進していくため、施策指標や実施事業の実績を活用し、第 5次総合計画等の施策評価を行うとともに、事

業の改善や見直しを行った。 

また、施策評価における客観性の向上と市民意識やニーズのより効率的な数値化を図るため、回答・集計が容易な LoGo 

フォームを活用したアンケートを実施した。 

さらに、EBPM の推進を図るため、エビデンスとなるデータ取得を促進し、その利活用の充実を図るため、市内のイベ

ント参加状況や施設の利用状況等を数値で把握することが可能となる人流データ分析サービスを導入した。これらの取得

したデータの分析結果の共有を図ることで、庁内での積極的なデータ利活用を促した。 

 

２．デジタル田園都市国家構想交付金を活用したフリーWi-Fi導入等の取り組みについて 

デジタルの力を活用して地方の地域課題の解決・魅力向上を図ることを目的に、国の支援制度である「デジタル田園都

市国家構想交付金」を活用し、公共施設へのフリーWi-Fi、デジタルサイネージの導入や市民の学びを後押しする電子書

籍の充実など、広く市民をはじめ来訪者の利便性の向上、にぎわい創出を図る事業の実施に向けて全庁的な取り組みを進

めた。 

 

 

【政策推進課】 

 

１．公民連携による事業推進について 

   公民連携に関する市の窓口として、過年度から取り組んでいるシェアサイクルサービスに関する実証実験を継続して行

ったほか、防災倉庫の在庫管理システムの実証実験、保育所園におけるおむつサブスクサービスの無償導入による試行実

施、京阪ホールディングス株式会社との新たな包括連携協定の締結など、様々な分野の企業と連携した。連携にあたって

は、公民連携により解決を図りたい行政課題の発信や事業者からの提案を募る「公民連携プラットフォーム（令和 5年 3

月現在 128事業者登録）」の運用や大阪府公民戦略連携デスクなどの大阪府のプラットフォームとの連携の他、事業者が

連携パートーナーとなる自治体を募集する民間プラットフォーム「逆プロポ」の積極的な活用等により多くの事業者との

対話を行い、公民連携による事業を推進した。 

    また、ＳＤＧｓの分野における公民連携の推進に向け、「枚方市 SDGs推進登録制度（令和 5年 3 月現在 45事業者登録）」

を構築し、登録に向けた周知を行った。 

   さらに、東部地域の活性化について、昨年度に策定した「枚方市東部地域の活性化に向けて」に基づき、公や民、地域、

大学といった各主体と連携した東部地域の活性化につながる取り組みの実現に向けた協議を行った。 

    

２．市内 5 大学との連携について 

大学や市民、行政がより一層の連携を図り、各大学が持つ専門的な知識・情報や学生の活力を、さまざまな分野におけ

る市の取り組みやまちづくりに生かすことを目的に、本市と市内 5大学（大阪歯科大学・関西医科大学・関西外国語大学・

摂南大学・大阪工業大学）で「学園都市ひらかた推進協議会」を構成している。令和 4年度は、地域に根ざした生涯学習

機会の提供項目として「ひらかた市民大学」「子ども大学探検隊」「中高生を対象とした大学体験」などを実施した。 

また、各大学が持つ貴重な知的財産や学生の活力等を生かし、枚方産学公連携フォーラムの開催やソーシャルオープン

イノベーションチャレンジ（旧名称：Hirathon）の実施の他、インターンシップの受け入れ等地域や企業とも連携しなが

ら様々な取り組みを行った。 

 

３．ひらかた万博の取り組みについて 

2025 年の大阪・関西万博の開催を機に、地域資源を活用したイベントの実施や新たなビジネス創出等により地域経済

の活性化やまちへの愛着向上を目的とした本市独自の取り組みである「ひらかた万博」の推進に向け、令和 4年 7月には

「ひらかた万博」のキャッチコピーを市民等から募集し、“みんなで創ろう！この街の未来”に決定した。 

また、「ひらかた万博」の推進に向けた仕組みの構築として、9 月には官民・民民の共創を推進する取り組みの一環と

して、「ひらかた万博共創プラットフォーム」を設置し、参画事業者とともに、市の地域資源（自然、歴史・文化等の観

光資源等）を活かした特産品や観光コンテンツの創出、地域活性化につながる持続可能なビジネス創出をめざし、共創に

向けた対話を重ねた。(令和 5年 3月末現在 70団体が参画)さらに、ひらかた万博の取り組みの推進に向けた財源確保の

ため、「ひらかた万博推進基金」を新たに設置した。 

 

４．財源確保の取り組みについて 

「枚方市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第 2期）」に基づく取り組みを推進するための財源確保の仕組みとして、

企業版ふるさと納税制度を活用するために令和 4年 8月に「地域再生計画」の認定を受け、令和 4年 9月に「枚方市まち・

ひと・しごと創生基金」を設置し、企業版ふるさと納税の獲得に向けた取り組みを進めた。 

寄附募集については、企業に効果的な働きかけを行うため、重点的に寄附を募る事業を抽出し、事業の目的や成果等を
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 令和 4年度主要施策の成果と課題 

 

【企画課】 

 

１．第５次枚方市総合計画等に係る施策評価及び EBPM（根拠に基づく政策立案）の推進について 

「第 5次枚方市総合計画（基本構想・基本計画）」「枚方市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に掲げる取り組みを効率

的・効果的に推進していくため、施策指標や実施事業の実績を活用し、第 5次総合計画等の施策評価を行うとともに、事

業の改善や見直しを行った。 

また、施策評価における客観性の向上と市民意識やニーズのより効率的な数値化を図るため、回答・集計が容易な LoGo 

フォームを活用したアンケートを実施した。 

さらに、EBPM の推進を図るため、エビデンスとなるデータ取得を促進し、その利活用の充実を図るため、市内のイベ

ント参加状況や施設の利用状況等を数値で把握することが可能となる人流データ分析サービスを導入した。これらの取得

したデータの分析結果の共有を図ることで、庁内での積極的なデータ利活用を促した。 

 

２．デジタル田園都市国家構想交付金を活用したフリーWi-Fi導入等の取り組みについて 

デジタルの力を活用して地方の地域課題の解決・魅力向上を図ることを目的に、国の支援制度である「デジタル田園都

市国家構想交付金」を活用し、公共施設へのフリーWi-Fi、デジタルサイネージの導入や市民の学びを後押しする電子書

籍の充実など、広く市民をはじめ来訪者の利便性の向上、にぎわい創出を図る事業の実施に向けて全庁的な取り組みを進

めた。 

 

 

【政策推進課】 

 

１．公民連携による事業推進について 

   公民連携に関する市の窓口として、過年度から取り組んでいるシェアサイクルサービスに関する実証実験を継続して行

ったほか、防災倉庫の在庫管理システムの実証実験、保育所園におけるおむつサブスクサービスの無償導入による試行実

施、京阪ホールディングス株式会社との新たな包括連携協定の締結など、様々な分野の企業と連携した。連携にあたって

は、公民連携により解決を図りたい行政課題の発信や事業者からの提案を募る「公民連携プラットフォーム（令和 5年 3

月現在 128事業者登録）」の運用や大阪府公民戦略連携デスクなどの大阪府のプラットフォームとの連携の他、事業者が

連携パートーナーとなる自治体を募集する民間プラットフォーム「逆プロポ」の積極的な活用等により多くの事業者との

対話を行い、公民連携による事業を推進した。 

    また、ＳＤＧｓの分野における公民連携の推進に向け、「枚方市 SDGs推進登録制度（令和 5年 3 月現在 45事業者登録）」

を構築し、登録に向けた周知を行った。 

   さらに、東部地域の活性化について、昨年度に策定した「枚方市東部地域の活性化に向けて」に基づき、公や民、地域、

大学といった各主体と連携した東部地域の活性化につながる取り組みの実現に向けた協議を行った。 

    

２．市内 5 大学との連携について 

大学や市民、行政がより一層の連携を図り、各大学が持つ専門的な知識・情報や学生の活力を、さまざまな分野におけ

る市の取り組みやまちづくりに生かすことを目的に、本市と市内 5大学（大阪歯科大学・関西医科大学・関西外国語大学・

摂南大学・大阪工業大学）で「学園都市ひらかた推進協議会」を構成している。令和 4年度は、地域に根ざした生涯学習

機会の提供項目として「ひらかた市民大学」「子ども大学探検隊」「中高生を対象とした大学体験」などを実施した。 

また、各大学が持つ貴重な知的財産や学生の活力等を生かし、枚方産学公連携フォーラムの開催やソーシャルオープン

イノベーションチャレンジ（旧名称：Hirathon）の実施の他、インターンシップの受け入れ等地域や企業とも連携しなが

ら様々な取り組みを行った。 

 

３．ひらかた万博の取り組みについて 

2025 年の大阪・関西万博の開催を機に、地域資源を活用したイベントの実施や新たなビジネス創出等により地域経済

の活性化やまちへの愛着向上を目的とした本市独自の取り組みである「ひらかた万博」の推進に向け、令和 4年 7月には

「ひらかた万博」のキャッチコピーを市民等から募集し、“みんなで創ろう！この街の未来”に決定した。 

また、「ひらかた万博」の推進に向けた仕組みの構築として、9 月には官民・民民の共創を推進する取り組みの一環と
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ため、「ひらかた万博推進基金」を新たに設置した。 

 

４．財源確保の取り組みについて 

「枚方市まち・ひと・しごと創生総合戦略（第 2期）」に基づく取り組みを推進するための財源確保の仕組みとして、

企業版ふるさと納税制度を活用するために令和 4年 8月に「地域再生計画」の認定を受け、令和 4年 9月に「枚方市まち・

ひと・しごと創生基金」を設置し、企業版ふるさと納税の獲得に向けた取り組みを進めた。 

寄附募集については、企業に効果的な働きかけを行うため、重点的に寄附を募る事業を抽出し、事業の目的や成果等を
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明確にしたほか、寄附による企業のメリットを整理し、冊子や動画を活用した効果的な PR に努めた。また、より効率的

な企業版ふるさと納税の獲得に向け、PR 支援業務等を専門的に行う事業者に対して業務委託を行い、更なる寄附獲得の

推進を図った。 

 

 

【財政課】 

   

１．「枚方市の財政事情」の作成について 

本市の普通会計決算を類似団体との比較も加えながらさまざまな角度から分析し、分かりやすく解説した冊子「枚方市

の財政事情」を平成 14 年度決算から作成し、ホームページでも公表している。 

当該冊子には、普通会計のいわゆる官庁会計での分析とともに、作成当初から、総務省基準によるバランスシート及び

行政コスト計算書を掲載しているが、平成 16年度決算からは、普通会計に加えて企業会計や外郭団体を含めた連結バラ

ンスシート及び連結コスト計算書を掲載している。また、平成 19年度決算からは、複式簿記、発生主義の考え方を取り

入れた公会計制度の改革の取り組みとして、新たな財務諸表 4表（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純

資産変動計算書）を作成、平成 20年度からは普通会計、公営企業会計、一部事務組合及び出資比率 50％以上または 50％

未満でも業務運営に主導的な立場を確保している第三セクター等を加えた連結財務書類を掲載し公表を行っている。さら

に、平成 26年 4月 30 日に地方公会計の統一的な基準が示され、令和 4 年度については、令和 3年度決算に基づき、公営

企業会計、一部事務組合等の関連団体を加えた連結財務書類を統一的な基準により作成した。また、より分かり易い内容

となるよう、主な財政指標に基づく分析ポイントや財政状況の他団体比較を掲載した。 

 

２．予算編成と財政運営について 

将来にわたり実質収支の黒字を維持できるよう、長期的視野をもって令和 5年度当初予算編成などに取り組んだ。また、

新型コロナウイルス感染症による歳入・歳出両面からの財政負担への影響を踏まえた上で、ロジックモデルを活用した既
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３．「長期財政の見通し」の作成について 

計画的で健全な財政運営を進めていくため、平成 19 年 3月に平成 19年度から平成 28 年度までを算定期間とした「長
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【行革推進課】 

  

１．行政改革の取り組みについて 

令和 2 年 3 月に策定した「行財政改革プラン 2020－新たな改革ステージへ－」について、新たな改革課題の設定等を

行うため、行財政改革プラン 2020（別冊）Ver.5を令和 4年 9月に改訂・公表した。また、同プランに掲げる「行財政経

営システムを構築する」「行政サービス・行政資源を最適化する」「スマート自治体への転換をめざす」「職員の働き方と

職場を変える」「民間活力の活用や協働を推進する」の 5つの基本方針に基づき行政改革の取り組みを進めるとともに、

各改革課題の着実な達成に向けては、進捗状況の確認・検証を行うとともに、より分かりやすく、スピード感のある行政

改革の展開につなげるため、その結果を令和 5 年度の取組目標や目標効果額に反映し、改訂版として行財政改革プラン

2020（別冊）Ver.6を令和 5年 3月に公表した。 

 

２．職員提案制度について 

令和 3年度から試行実施している、従前の「職員提案制度」と「業務改善制度」を一体化した「新職員提案制度(未来

提案・実績提案)」について、令和 3年度実績提案として応募のあった 33 件のうち、6月の提案審査会において 8件を表

彰対象と決定した。また、未来提案については、令和 4年 2 月 25日から 3月 25日までの募集期間で 4件の応募があり、

単独部署で検討が可能な「パパっと拡散系」に分類した提案 1件と、複数部署での検討が必要な「じっくり検討系」に分

類した提案 1件、および令和 3 年度から引き続いて職員提案検討プロジェクトチームで検討を行った提案(令和 3年度職

員提案)の 1件について、審査の結果「実施可」となった。 

また、試行実施の結果を踏まえて、提案募集期間の通年化のほか、実績提案と未来提案を自由提案（提案者が自由にテ
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設するなどの見直しを行い、本格実施として令和 5 年 1 月より新たに提案募集を開始し、同年 3 月末時点で自由提案 7

件、テーマ別提案 1件の応募があった。 
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３．指定管理者制度について 

地方自治法の改正に伴い、平成 17 年度から公の施設の管理運営について指定管理者制度を導入し、令和 5 年 3 月 31

日現在、16 施設 56 か所で指定管理者による施設管理を行っている。 

令和 4年度においては、令和 5 年度からの指定管理者制度の継続に向け、特別養護老人ホーム、市立デイサービスセン

ター、くずは北デイサービスセンター、総合福祉会館デイサービスセンター、障害者社会就労センター、火葬場、生涯学

習市民センター・図書館の複合 6施設（楠葉、津田、御殿山、菅原、蹉跎、牧野）、香里ケ丘図書館・香里ケ丘中央公園

みどりの広場の更新手続きを行った。また、都市公園有料施設について、指定管理業務範囲を公園全体に拡大するととも

に、新たに東部公園を加えた 5 公園（王仁公園、香里ケ丘中央公園、中の池公園、鏡伝池緑地、東部公園）を一括して指

定管理者制度更新・導入手続きを行った。さらに、自転車駐車場について新たに機械式駐車場 2か所を追加し、光善寺東

自転車駐車場を削除した上で、更新・導入手続きを行った。 

その他、指定管理施設において、より適正な管理運営及び一層の市民サービス向上を図るため、指定管理者及び施設所

管課による日常的・定期的なモニタリングの実施を促すとともに、指定管理者の管理運営の適正な履行確認を測る指定管

理者管理運営評価を行い、各施設の評価内容を収支状況とともに公表した。 

また、指定管理者選定における競争性の確保等、制度運用における課題への対応方策や、制度導入から管理運営におけ

る基本事項などについて取りまとめた「枚方市指定管理者制度に関する基本指針」について、指定管理者による管理運営

に係る評価の適正を期すため、附属機関として指定管理者評価委員会を設置して外部評価を実施すること等を追加し、令

和 5年 3月に第 3 版として改訂した。今後も同指針に基づき、指定管理者制度の適正な運用に努める。 

 

４．枚方市公共施設マネジメント推進計画に基づく取り組みについて 

計画的かつ総合的な公共施設のマネジメントを推進するため、施設総量の最適化に向けた方向性を検討する資料として、

令和 3 年度決算数値による施設カルテを作成するとともに、定量評価の一次評価、定性評価となる二次評価を実施した。

今後も引き続き、「枚方市公共施設マネジメント推進計画」に基づき取り組みを進めていく。 

 

５．事務事業の見直しについて 

すべての事務事業を対象に、各部署でのロジックモデル等を活用した事業の評価や検証、見直しを踏まえ、担当部署と

総合政策部とのヒアリングを実施し、13 事業について事業の実施手法や必要経費等の精査を行った。 

 

 

【ＤＸ推進課】 

 

１．第 2次枚方市情報化計画の運用について 

本市では、第 2次枚方市情報化計画を策定し、効果的・効率的な情報化を推進している。平成 28 年度からの 12年間を

計画期間とし、情報化の基本的な考え方を示す「情報化基本計画」では、4 年間ごと 3期で「期別取組」を設定すること

で、進展著しい情報環境の変化に対応し、より具体的な取り組みの方向性を示している。 

「情報化基本計画」について、令和元年度末に第 1期の 4年間の施策を総括するとともに、ICT に関する社会情勢の動

向も踏まえた見直しを行い、第 2期取組版の策定を行った。 

「情報化基本計画」に基づく行動計画となる「情報化実施計画」では、各部署における情報化推進のための個別施策を

掲載している。 

令和４年度情報化実施計画の個別施策は、４月に「避難所の混雑状況の見える化」他１施策を掲載のうえ公表した。 

また、10 月には、「軽自動車税関係手続きの電子化への対応」他２施策を追加掲載し、公表した。 

 

 

２．マイナンバー制度への対応について 

マイナンバー制度におけるデータ連携項目の改定に伴い、対応が必要な各業務システムとの調整及び登録検証等、確実

な制度変更対応を実施した。 

また、国の整備する電子申請サービス（ぴったりサービス）を活用し、個人番号カードによるオンラインでの本人確認

機能も活用しながら推進を図り、新たに保育関係 3 手続、母子保健関係 1 手続、介護関係 9 手続、国民健康保険関係 1

手続について、オンラインからの申請を可能とするとともに、引越ワンストップサービスの手続について、受領した申請

データを基幹業務システムへ取り込み可能なよう環境整備を行った。 

 

３．オープンデータへの取り組みについて 

市民の利便性向上を図るとともに行政の透明性・信頼性の向上などを目的に、市の保有する情報を、機械判読に適した

形式で二次利用可能な利用ルールで公開する「オープンデータ」として、AED 設置場所や避難所情報、統計などのデータ

を市ホームページ等で公開している。（42 種類） 

令和 4年度は、新たに子育て施設一覧のデータを公開した。 

 

４．RPA の拡充について 

職員が日々の業務の中で行っているシステムへの単純なデータ入力作業や Web からの情報収集といった定例的作業を

削減し、業務効率化を図るため、RPA（Robotic Process Automation）を導入している。令和 4 年度においては、各課か

らの申請を基に、各課所管の業務システムへの適用など拡充を進めた。また、紙媒体をスキャナで読み取り、AI を使っ

た文字認識により手書き文字を自動データ化する AI-OCR と組み合わせた RPA の適用も進めている。 
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３．指定管理者制度について 

地方自治法の改正に伴い、平成 17 年度から公の施設の管理運営について指定管理者制度を導入し、令和 5 年 3 月 31

日現在、16 施設 56 か所で指定管理者による施設管理を行っている。 

令和 4年度においては、令和 5 年度からの指定管理者制度の継続に向け、特別養護老人ホーム、市立デイサービスセン

ター、くずは北デイサービスセンター、総合福祉会館デイサービスセンター、障害者社会就労センター、火葬場、生涯学

習市民センター・図書館の複合 6施設（楠葉、津田、御殿山、菅原、蹉跎、牧野）、香里ケ丘図書館・香里ケ丘中央公園

みどりの広場の更新手続きを行った。また、都市公園有料施設について、指定管理業務範囲を公園全体に拡大するととも

に、新たに東部公園を加えた 5 公園（王仁公園、香里ケ丘中央公園、中の池公園、鏡伝池緑地、東部公園）を一括して指

定管理者制度更新・導入手続きを行った。さらに、自転車駐車場について新たに機械式駐車場 2か所を追加し、光善寺東

自転車駐車場を削除した上で、更新・導入手続きを行った。 

その他、指定管理施設において、より適正な管理運営及び一層の市民サービス向上を図るため、指定管理者及び施設所

管課による日常的・定期的なモニタリングの実施を促すとともに、指定管理者の管理運営の適正な履行確認を測る指定管

理者管理運営評価を行い、各施設の評価内容を収支状況とともに公表した。 

また、指定管理者選定における競争性の確保等、制度運用における課題への対応方策や、制度導入から管理運営におけ

る基本事項などについて取りまとめた「枚方市指定管理者制度に関する基本指針」について、指定管理者による管理運営

に係る評価の適正を期すため、附属機関として指定管理者評価委員会を設置して外部評価を実施すること等を追加し、令

和 5年 3月に第 3 版として改訂した。今後も同指針に基づき、指定管理者制度の適正な運用に努める。 

 

４．枚方市公共施設マネジメント推進計画に基づく取り組みについて 

計画的かつ総合的な公共施設のマネジメントを推進するため、施設総量の最適化に向けた方向性を検討する資料として、

令和 3 年度決算数値による施設カルテを作成するとともに、定量評価の一次評価、定性評価となる二次評価を実施した。

今後も引き続き、「枚方市公共施設マネジメント推進計画」に基づき取り組みを進めていく。 

 

５．事務事業の見直しについて 

すべての事務事業を対象に、各部署でのロジックモデル等を活用した事業の評価や検証、見直しを踏まえ、担当部署と

総合政策部とのヒアリングを実施し、13 事業について事業の実施手法や必要経費等の精査を行った。 

 

 

【ＤＸ推進課】 

 

１．第 2次枚方市情報化計画の運用について 

本市では、第 2次枚方市情報化計画を策定し、効果的・効率的な情報化を推進している。平成 28 年度からの 12年間を

計画期間とし、情報化の基本的な考え方を示す「情報化基本計画」では、4 年間ごと 3期で「期別取組」を設定すること

で、進展著しい情報環境の変化に対応し、より具体的な取り組みの方向性を示している。 

「情報化基本計画」について、令和元年度末に第 1期の 4年間の施策を総括するとともに、ICT に関する社会情勢の動

向も踏まえた見直しを行い、第 2期取組版の策定を行った。 

「情報化基本計画」に基づく行動計画となる「情報化実施計画」では、各部署における情報化推進のための個別施策を

掲載している。 

令和４年度情報化実施計画の個別施策は、４月に「避難所の混雑状況の見える化」他１施策を掲載のうえ公表した。 

また、10 月には、「軽自動車税関係手続きの電子化への対応」他２施策を追加掲載し、公表した。 

 

 

２．マイナンバー制度への対応について 

マイナンバー制度におけるデータ連携項目の改定に伴い、対応が必要な各業務システムとの調整及び登録検証等、確実

な制度変更対応を実施した。 

また、国の整備する電子申請サービス（ぴったりサービス）を活用し、個人番号カードによるオンラインでの本人確認

機能も活用しながら推進を図り、新たに保育関係 3 手続、母子保健関係 1 手続、介護関係 9 手続、国民健康保険関係 1

手続について、オンラインからの申請を可能とするとともに、引越ワンストップサービスの手続について、受領した申請

データを基幹業務システムへ取り込み可能なよう環境整備を行った。 

 

３．オープンデータへの取り組みについて 

市民の利便性向上を図るとともに行政の透明性・信頼性の向上などを目的に、市の保有する情報を、機械判読に適した

形式で二次利用可能な利用ルールで公開する「オープンデータ」として、AED 設置場所や避難所情報、統計などのデータ

を市ホームページ等で公開している。（42 種類） 

令和 4年度は、新たに子育て施設一覧のデータを公開した。 

 

４．RPA の拡充について 

職員が日々の業務の中で行っているシステムへの単純なデータ入力作業や Web からの情報収集といった定例的作業を

削減し、業務効率化を図るため、RPA（Robotic Process Automation）を導入している。令和 4 年度においては、各課か

らの申請を基に、各課所管の業務システムへの適用など拡充を進めた。また、紙媒体をスキャナで読み取り、AI を使っ

た文字認識により手書き文字を自動データ化する AI-OCR と組み合わせた RPA の適用も進めている。 
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令和 5年度においても継続して適用範囲の拡充を図る。 

 

５．AI-OCRの拡充について 

   令和 4年度においては、道路公園管理課、政策推進課等のアンケート業務等、みち・みどり室、維持補修課の道路照明

灯電気料金照合業務、中学校給食費卒業時返金業務などに適用を拡充した。 

令和 5年度においても継続して適用拡充を図り、業務効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 令和 4年度事務概要 

 

 

【企画課】 

 

 

（１）市制施行 75周年事業 

 ① 記念式典 

 

実施項目 担当課 実施内容（概要） 実施日 延参加者数 
実施経費 
（千円） 

実施場所 

市制施行 75周年

記念式典 
総務管理課 

市有功者と文化や福祉、地域活動

などで長年活動し、まちづくりに

貢献された市政功労者及び市政貢

献者の表彰など。 

11月 9日 831人 4,335 

枚方市総

合文化芸

術センタ

ー 

 

 

 ② 記念事業 

 

実施項目 担当課 実施内容（概要） 実施日 延参加者数 
実施経費 
（千円） 

実施場所 

記念競走 

（ボートレース） 
観光交流課 

府内 16市で構成している大阪府都

市競艇企業団がボートレース住之

江で開催。 

同企業団の売上金の一部は 16市に

配分され、本市は小中学校施設の

維持補修の財源として活用。 

5 月 29日 

～6月 2 日 
6,859人 35 

ボートレ

ース住之

江 

五嶋みどり 

ミュージック・

シェアリング 

文化生涯学

習課 

枚方市出身の世界的バイオリニス

ト・五嶋みどりさんが理事長を務

め、世界中に本物の音楽を届ける

活動をしている認定 NPO法人ミュ

ージック・シェアリングの音楽フ

ェス。 

6 月 18日 1,248人 － 

枚方市総

合文化芸

術センタ

ー 

大ホール 

SOMPO 

ボールゲームフ

ェスタ 

In枚方 

スポーツ振

興課 

スペシャルゲストに元ラグビー日

本代表の大西将太郎さんを迎え、

親子でできる運動あそびやサッカ

ー・バレーボール・ラグビー・ホ

ッケーを体験する“キッズチャレ

ンジ”を実施。 

8 月 13日 109人 77 

枚方市立

総合体育

館 
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ひらかた菊フェ

スティバル 
観光交流課 

大正時代から続く枚方の風物詩。 

枚方宿街道菊花祭、ひらかた菊花

展、市民菊人形展を総合的に実施。 

10月 26 日 

～11月 14日 
103,000 人 2,220 

京街道沿

い及び枚

方市役所

周辺 

枚方市原動機付

自転車オリジナ

ルナンバープレ

ート交付 

市民税課 

市 PR大使の切り絵作家・たけうち

ちひろさんのデザインの原動機付

自転車のオリジナルナンバープレ

ートを合計 4,100 枚交付。市 PR大

使による交付記念イベントを実

施。 

12月 3日～ 
1,593 枚交付 

（令和 5 年 3 月 31 日現在） 
2,636 

市民税課

窓口 

ひらかた将棋イ

ベント 

文化生涯学

習課 

枚方ゆかりのプロ棋士を迎え、入

門教室や参加者によるトーナメン

ト戦を小中学生対象に開催。 

12月 10 日 108 384 

枚方市総

合文化芸

術センタ

ー 

大・小 

ホール 

令和四年冬巡業 

大相撲枚方場所 

スポーツ振

興課 

公開稽古や横綱土俵入り、初切や

相撲道を極めた幕内力士などの取

組を観覧。 

12月 12 日 
小学生観戦招

待参加者189名 
1,294 

枚方市立

総合体育

館 

「 こ の 街 が 好

き」1000 人の大

合唱 

広報プロモ

ーション課 

市テーマソング「この街が好き」

をみんなで大合唱。市内のアーテ

ィストや中学校合同バンドによる

演奏をはじめ、「この街が好き」を

手話やボディ－パーカッションで

表現するなど、参加者全員がそれ

ぞれの自由なスタイルで楽しむ新

しいプロモーションイベントを開

催。 

1 月 7日 

1,309 名  

うち 20 代未

満の若者参加

者数：450 名 

5,257 

枚方市総

合文化芸

術センタ

ー 

大ホール 

GIGAフェス 2022 

～ミライのガッ

コウ～ in ひら

かた万博 

教育研修課 

実施会場のほかインターネット上

の仮想空間であるメタバースの会

場で、未来の学びやこれからの子

どもたちに求められる資質・能力

を得るための様々なイベントやワ

ークショップを開催。 

1 月 28日 

297人 

（実施会場） 

11,524 人 

（メタバース

会場） 

1,752 
輝きプラ

ザきらら 

スポーツチャレ

ンジフェスタ 

スポーツ振

興課 

運動の得意不得意、性別や年齢、

障害の有無などに関わらず同じル

ールで、スポーツを楽しむことが

できるウィルチェアスポーツなど

の新しいスポーツの体験会とパラ

アスリートである中西麻耶選手の

講演会を開催。 

2 月 11日 149人 1,896 

ひらかた

パーク 

イベント

ホールⅠ 
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実施項目 担当課 実施内容（概要） 実施日 延参加者数 
実施経費 

（千円） 
実施場所 

体験型イベント 

「HIRAKATA 子ど

もすまいるプロ

ジェクト」 

子ども青少

年政策課 

子どもを守る条例にちなみ『すべ

ての子どもを笑顔に』をテーマに、

年齢や性別、障害の有無に関わら

ず参加できる体験型イベントを開

催。 

2 月 11日 805人 2,659 

ひらかた

パーク 

イベント

ホールⅡ 

枚方ジュニア・

ウインド・オー

ケストラ事業 

文化生涯学

習課 

大阪フィルハーモニー交響楽団の

メンバー等を講師に迎え、「枚方ジ

ュニア・ウインド・オーケストラ」

を結成。同交響楽団メンバー等と

共演する演奏会を開催。 

2 月 19日 486人 7,999 

枚方市総

合文化芸

術センタ

ー 

大ホール 

ダイコロ枚方市

武道祭 

スポーツ振

興課 

武道の演武見学、アスリートのミ

ニトークショー、小学生対象に武

道体験教室を開催。 

3 月 18日 570人 1,570 

枚方市立

総合体育

館 

 

 

 

  ③ 関連事業 

 

実施項目 担当課 実施内容（概要） 実施日 延参加者数 
実施経費 
（千円） 

実施場所 

淀川・多自然池

清掃 
観光交流課 淀川の水辺の清掃。 5 月 7日 32人 － 

淀川河川

公園枚方

地区 

よどがわ 

アクティビティ 

くらわんか 

観光交流課 

スタンダップパドルボードやファ

ミリーラフティングボード、ラン

＆フィッシングなどの水辺アクテ

ィビティの体験。 

5 月 8日 287人 － 

淀川河川

公園枚方

地区 

枚方市・大阪エ

ヴェッサ  バス

ケットボールカ

ーニバル 

スポーツ振

興課 

小学生や中学生を対象にスポーツ

体験教室やエキシビジョンマッチ

を実施。 

9 月 19日 

観戦 640人 

クリニック参加 

小学生:36人 

中学生:15人 

－ 

枚方市立

総合体育

館 

クラッシュボク

シング 

スポーツ振

興課 

市 PR大使・本石昌也会長率いるグ

リーンツダボクシングジム主催の

試合（７試合）に小学生～高校生

を無料観戦招待。 

8 月 7日 観戦約1,500人 － 

枚方市立

総合体育

館 
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【財政課】 
 
 
（１）  予算 

                                                                                  （単位：回、千円） 

会 計 名 当 初 予 算 額 
補 正 予 算 

最 終 予 算 額 
回  数 予  算  額 

一 般 会 計 149,000,000 12 23,690,674 180,071,344 

特

別

会

計

 
 
 
 
 

 
 
 

 

国民健康保険 42,944,000 4 305,354 43,249,354 

土 地 取 得 - - - - 

自動車駐車場 98,000 2 110,000 208,000 

財 産 区 126,000 - - 126,000 

介 護 保 険 35,310,000 4 796,705 36,106,705 

後期高齢者医療 7,360,000 4 178,573 7,538,573 

母子父子寡婦 

福祉資金貸付金 
27,000 3 21,529 48,529 

計 234,865,000 29 25,102,835 267,348,505 

   〔注〕一般会計の最終予算額には、前年度からの繰越額 7,380,670千円を含む。 

 

 

（２）  地方交付税 
                                            （単位：千円） 

区    分 金   額 

普 

通 

交 

付 

税 

基 準 財 政 需 要 額 64,512,915 

内 

 

 

訳 

個 別 算 定 経 費 53,408,257 

包 括 算 定 経 費 5,474,144 

公 債 費 8,895,126 

臨 時 財 政 対 策 債 

振 替 相 当 額 
▲3,264,612 

計 64,512,915 

錯 誤 措 置 額 - 

基 準 財 政 収 入 額 48,902,784 

内 

訳 

収 入 額 48,902,784 

錯 誤 措 置 額 - 

交 付 基 準 額 15,610,131 

交 付 額 ① 15,610,131 

特 別 交 付 税 額 ② 464,935 

（うち東日本大震災関係分） （-）  

震 災 復 興 特 別 交 付 税 ③ - 

交付税合計（ ①＋②＋③ ） 16,075,066 
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  （３）  市債 
 

①   借入状況 

                                                                                     （単位：千円） 

区        分 借 入 額 

借         入         先 

財政融資 
地方公共団体 

金融機構 
銀行等 

一 

般 

会 

計 

 

公 共 事 業 等 債 2,992,500 2,992,500 - - 

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 1,879,400 1,879,400 - - 

災 害 復 旧 事 業 債 - - - - 

学校教育施設等整備事業債 258,400 84,500 - 173,900 

社会福祉施設整備事業債 41,500 - - 41,500 

一般廃棄物処理事業債 1,033,000 1,033,000 - - 

一般補助施設整備事業債 15,300 15,300 - - 

施 設 整 備 事 業 債 - - - - 

一 般 単 独 事 業 債 509,000 - - 509,000 

地方道路等整備事業債 13,200 - - 13,200 

緊急防災・減災事業債 - - - - 

公共施設等適正管理推進事業債 58,700 - 58,700 - 

緊急自然災害防止対策事業債 232,900 - 232,900 - 

上水道事業一般会計出資債 - - - - 

減 収 補 填 債 - - - - 

臨 時 財 政 対 策 債 3,264,612 1,655,082 1,609,530 - 

小 計 10,298,512 7,659,782 1,901,130 737,600 

土 

地 

取 

得 

特 

別 

会 

計 

公共用地先行取得等事業債 - - - - 

合 計 10,298,512 7,659,782 1,901,130 737,600 

      
    ②  目的別状況（一般会計） 

                                                                   （単位：千円） 

区        分 
令和 3年度末 

現  在  高 

令和 4年度中 

発  行  額 

令和 4年度中 

償  還  額 

令和 4年度末 

現  在  高 

総  務  債 10,026,903 38,800 509,378 9,556,325 

民  生  債 2,270,092 41,500 183,284 2,128,308 

衛  生  債 5,262,989 1,033,000 1,012,772 5,283,217 

商 工 債 97,150 78,000 6,700 168,450 

土  木  債 13,015,567 4,142,600 1,812,301 15,345,866 

消  防  債 1,020,760 - 134,034 886,726 

教  育  債 13,425,587 1,699,500 1,539,325 13,585,762 

農林水産業債 - 500 - 500 

そ  の  他 68,565,903 3,264,612 5,892,788 65,937,727 

計 113,684,951 10,298,512 11,090,582 112,892,881 

 

③  特別会計の状況 

                                                                               （単位：千円） 

区        分 
令和 3年度末 

現  在  高 

令和 4年度中 

発  行  額 

令和 4年度中 

償  還  額 

令和 4年度末 

現  在  高 

母子父子寡婦福祉資金貸付金 24,916 - - 24,916 

  計 24,916 - - 24,916 
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【行革推進課】 

 

（１） 新職員提案制度（試行実施） 

 

  ①未来提案（パパっと拡散系） 

                               （単位：件） 

提案数 「実施済」または「実施予定」の提案数 表彰対象提案数 

1 1 1 

 

 

  ②未来提案（じっくり検討系） 

                                          （単位：件） 

提案数 検討グループを設置した提案数 「実施可」とする提案数 表彰対象提案数 

2※ 2 2 2 

   〔注〕※令和 3年度から引き続いて職員提案検討プロジェクトチームで検討を行った提案(令和 3 年度職員提案)1 件を含む。 

 

  ③実績提案 

              （単位：件） 

提案数 表彰対象提案数 

-※1 8※2 

   〔注〕※1 実績提案は、新職員提案制度(本格実施)における「自由提案」への統合に伴い、令和 4年度より募集を廃止した。 

      ※2  令和 3年度実績提案の審査を実施し、8件を表彰対象とした。 

 

   

（２） 新職員提案制度(本格実施) 

                                    （単位：件） 

提案種別 提案数 「実施に向けて検討すべき」提案数 

自由提案 7 -※ 

テーマ別提案 1 -※ 

   〔注〕※ 令和 5年度に、「実施に向けて検討すべき」提案の審査を実施する。 

 

 

（３）  事務事業実績測定 

                                                      （単位：件） 

まちづくりの基本目標 施策目標 
対   象 

事務事業数 

安全で、利便性の高いまち 

・災害に対する備えができているまち 

・災害時に、迅速・的確に対応できるまち 

・暮らしに身近な安全が確保されたまち 

・安全で快適な交通環境が整うまち 

・快適で暮らしやすい環境を備えたまち 

123 

健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 

・誰もがいつまでも心身ともに健康に暮らせるま   

ち 

・公衆衛生や健康危機管理が充実したまち 

・安心して適切な医療が受けられるまち 

・高齢者が地域でいきいきと暮らせるまち 

・障害者が自立し、社会参加ができるまち 

・すべての人がお互いの人権を尊重しあうまち 

・男女がともに参画し、個性を発揮できるまち 

・平和の大切さを後世に伝えるまち 

178 

一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 

・安心して妊娠・出産できる環境が整うまち 

・子どもたちが健やかに育つことができるまち 

・子どもたちの生きる力を育む教育が充実したま  

ち 

・誰もが文化芸術やスポーツなどに親しみ、学び、

感動できるまち 

215 
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【行革推進課】 

 

（１） 新職員提案制度（試行実施） 

 

  ①未来提案（パパっと拡散系） 

                               （単位：件） 

提案数 「実施済」または「実施予定」の提案数 表彰対象提案数 

1 1 1 

 

 

  ②未来提案（じっくり検討系） 

                                          （単位：件） 

提案数 検討グループを設置した提案数 「実施可」とする提案数 表彰対象提案数 

2※ 2 2 2 

   〔注〕※令和 3年度から引き続いて職員提案検討プロジェクトチームで検討を行った提案(令和 3 年度職員提案)1 件を含む。 

 

  ③実績提案 

              （単位：件） 

提案数 表彰対象提案数 

-※1 8※2 

   〔注〕※1 実績提案は、新職員提案制度(本格実施)における「自由提案」への統合に伴い、令和 4年度より募集を廃止した。 

      ※2  令和 3年度実績提案の審査を実施し、8件を表彰対象とした。 

 

   

（２） 新職員提案制度(本格実施) 

                                    （単位：件） 

提案種別 提案数 「実施に向けて検討すべき」提案数 

自由提案 7 -※ 

テーマ別提案 1 -※ 

   〔注〕※ 令和 5年度に、「実施に向けて検討すべき」提案の審査を実施する。 

 

 

（３）  事務事業実績測定 

                                                      （単位：件） 

まちづくりの基本目標 施策目標 
対   象 

事務事業数 

安全で、利便性の高いまち 

・災害に対する備えができているまち 

・災害時に、迅速・的確に対応できるまち 

・暮らしに身近な安全が確保されたまち 

・安全で快適な交通環境が整うまち 

・快適で暮らしやすい環境を備えたまち 

123 

健やかに、生きがいを持って暮らせるまち 

・誰もがいつまでも心身ともに健康に暮らせるま   

ち 

・公衆衛生や健康危機管理が充実したまち 

・安心して適切な医療が受けられるまち 

・高齢者が地域でいきいきと暮らせるまち 

・障害者が自立し、社会参加ができるまち 

・すべての人がお互いの人権を尊重しあうまち 

・男女がともに参画し、個性を発揮できるまち 

・平和の大切さを後世に伝えるまち 

178 

一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 

・安心して妊娠・出産できる環境が整うまち 

・子どもたちが健やかに育つことができるまち 

・子どもたちの生きる力を育む教育が充実したま  

ち 

・誰もが文化芸術やスポーツなどに親しみ、学び、

感動できるまち 

215 

総合政策部 

 

- 107 - 

まちづくりの基本目標 施策目標 
対   象 

事務事業数 

地域資源を生かし、人々が集い活力がみなぎるまち 

・人々が集い賑わい、魅力あふれる中心市街地の

あるまち 

・地域資源を生かし、人々の交流が盛んなまち 

・いきいきと働くことのできるまち 

・地域産業が活発に展開されるまち 

・農を守り、生かすまち 

71 

自然と共生し、美しい環境を守り育てるまち 

・豊かな自然環境を大切にするまち 

・まちなかのみどりを育てるまち 

・ごみを減らし、資源の循環が進むまち 

・安全で良好な生活環境が確保されたまち 

・地球温暖化対策に取り組むまち 

・美しく魅力あるまち並みが育まれるまち 

93 

計画の推進に向けた基盤づくり 

・市民との情報の共有化を進めます 

・市民による活発なまちづくり活動を支援します 

・持続可能な行財政運営を進めます 

・自治体間の広域連携や地方分権の推進を図りま  

す 

167 

施策体系外 施策体系外 115 

計 962 

 

 

（４）  指定管理者選定委員会 

                                                      （単位：人、回） 

合議体一覧 
委員数 

開催回数 
男 女 計 

枚方市指定管理者選定委員会 

特別養護老人ホーム・市立デイサービスセン

ター 
3 2 5 3 

くずは北デイサービスセンター 3 2 5 3 

 総合福祉会館デイサービスセンター 3 2 5 3 

 障害者社会就労センター 3 2 5 2 

 火葬場  3 2 5    3 

 楠葉・津田生涯学習市民センター・図書館 4 1 5 3 

 御殿山・菅原生涯学習市民センター・図書館 4 1 5 3 

 蹉跎・牧野生涯学習市民センター・図書館 4 1 5 3 

 都市公園  3 2 5 2 

 自転車駐車場 4 1 5 3 

枚方市教育委員会指定管理者 

選定委員会 
香里ケ丘図書館・みどりの広場 3 2 5 3 

    〔注〕・令和 4年度に会議を開催した合議体を記載。 

 ・指定管理者選定委員会は、各指定施設に係る指定候補者の選定ごとに合議体を設けることとしており、複数の合議体に

同一の委員が属する場合がある。 

        ・委員数は令和 5年 3月 31日現在。 

 

 

【ＤＸ推進課】 

 

（１）  情報スキル向上研修状況    

                                     （単位：回、人） 

研 修 名 実施回数 参加延人数 

e ラーニング情報セキュリティ研修 1 160 

LoGo フォーム研修 2 114 

業務効率化研修 2 50 
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研 修 名 実施回数 参加延人数 

GIS活用研修 2 26 

システム標準化研修会 2 41 

 

 

（２）  情報化計画策定状況 

 

 計画名称 公表 掲載内容等 

枚方市情報化基本計画 平成 28 年 4月 
本市が取り組むべき情報化施策を総合的

かつ体系的にまとめたもの。 

枚方市情報化実施計画 

（令和 4年度版） 
令和 4年 4 月 

具体的に実施していく行動計画で、2 つ 

の個別施策を新たに掲載。 

枚方市情報化実施計画 

（令和４年度第２版） 
令和 4年 10月 

具体的に実施していく行動計画で、3 つ 

の個別施策を新たに掲載 

 

 

（３） 受付番号配信サービス状況 

 

実施部署 実施期間 

市民室 通年 

国民健康保険室、年金児童手当課、医療

助成課 
通年 

長寿・介護保険課 通年 

保育幼稚園入園課 通年 

市民税課（市申告窓口） 令和 5年 2月 10日～令和 5年 3月 15日 

 

 

（４） 業務取扱及び処理状況 

 

業 務 名 
対 象 件 数 

内 容 
種    別 件    数 

統合 DB システム 保有データ 4,580,819 件 

住民票、市民税、国民健康保険、介護

保険、国民年金、児童手当、生活保護、

後期高齢、保育所情報等。 

地図情報システム（GIS） 地図種類数 7,110枚 管理部署は 50 部署。 

ICカード発行（新認証システム） 発行枚数 1,212枚 
正職員、非常勤職員・臨時職員、業務

用、仮カード。 

ウィルス対策 
検知数 22件 インターネット系・内部系・住基系ネ

ットワークで実施。未駆除件数は-件。 駆除数 22件 

インターネット閲覧制限解除 申請部署 109部署 
インターネット閲覧制限基準に基づ

き、課ごとに閲覧制限を解除。 
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研 修 名 実施回数 参加延人数 

GIS活用研修 2 26 

システム標準化研修会 2 41 

 

 

（２）  情報化計画策定状況 

 

 計画名称 公表 掲載内容等 

枚方市情報化基本計画 平成 28 年 4月 
本市が取り組むべき情報化施策を総合的

かつ体系的にまとめたもの。 

枚方市情報化実施計画 

（令和 4年度版） 
令和 4年 4 月 

具体的に実施していく行動計画で、2 つ 

の個別施策を新たに掲載。 

枚方市情報化実施計画 

（令和４年度第２版） 
令和 4年 10月 

具体的に実施していく行動計画で、3 つ 

の個別施策を新たに掲載 

 

 

（３） 受付番号配信サービス状況 

 

実施部署 実施期間 

市民室 通年 

国民健康保険室、年金児童手当課、医療

助成課 
通年 

長寿・介護保険課 通年 

保育幼稚園入園課 通年 

市民税課（市申告窓口） 令和 5年 2月 10日～令和 5年 3月 15日 

 

 

（４） 業務取扱及び処理状況 

 

業 務 名 
対 象 件 数 

内 容 
種    別 件    数 

統合 DB システム 保有データ 4,580,819 件 

住民票、市民税、国民健康保険、介護

保険、国民年金、児童手当、生活保護、

後期高齢、保育所情報等。 

地図情報システム（GIS） 地図種類数 7,110枚 管理部署は 50 部署。 

ICカード発行（新認証システム） 発行枚数 1,212枚 
正職員、非常勤職員・臨時職員、業務

用、仮カード。 

ウィルス対策 
検知数 22件 インターネット系・内部系・住基系ネ

ットワークで実施。未駆除件数は-件。 駆除数 22件 

インターネット閲覧制限解除 申請部署 109部署 
インターネット閲覧制限基準に基づ

き、課ごとに閲覧制限を解除。 
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 資     料     編 
 
【財政課】 

 
（１）  普通会計歳入の状況 

                                                （単位：千円、％） 

区    分 決 算 額 構成比 経常一般財源（K） （K）の構成比 

（1） 地 方 税             57,912,707 35.4 53,146,581 65.4 

（2） 地 方 譲 与 税             640,249 0.4 640,249 0.8 

（3） 利 子 割 交 付 金             56,690 0.0 56,690 0.1 

（4） 配 当 割 交 付 金             472,940 0.3 472,940 0.6 

（5） 株式等譲渡所得割交付金             338,130 0.2 338,130 0.4 

（6） 地 方 消 費 税 交 付 金             8,905,281 5.4 8,905,281 10.9 

（7） ゴルフ場利用税交付金             79,526 0.1 79,526 0.1 

（8） 自 動 車 取 得 税 交 付 金             4,667 0.0 4,667 0.0 

（9） 自動車税環境性能割交付金 139,654 0.1 139,654 0.2 

（10） 法 人 事 業 税 交 付 金 764,342 0.5 764,342 0.9 

（11） 地 方 特 例 交 付 金             444,843 0.3 444,843 0.5 

（12） 地 方 交 付 税             16,075,066 9.8 15,610,131 19.2 

（13） 交通安全対策特別交付金             48,645 0.0 48,645 0.1 

（14） 分 担 金 及 び 負 担 金             489,353 0.3 - - 

（15） 使 用 料             1,738,250 1.1 531,440 0.7 

（16） 手 数 料             490,131 0.3 - - 

（17） 国 庫 支 出 金             43,916,033 26.8 - - 

（18） 府 支 出 金             13,258,080 8.1 - - 

（19） 財 産 収 入             522,372 0.3 52,807 0.1 

（20） 寄 附 金             214,196 0.1 - - 

（21） 繰 入 金             363,908 0.2 - - 

（22） 諸 収 入             2,467,725 1.5 43,223 0.0 

（23） 市 債             10,298,512 6.3 （3,264,612） - 

（24） 繰 越 金             4,059,470 2.5 - - 

歳 入 合 計 163,700,770 100.0 
  （84,543,761）

81,279,149 
100.0 

  〔注〕・「経常一般財源(K)」の（ ）書は、臨時財政対策債を歳入経常一般財源に加えた場合の数値。 

・端数処理の関係で、各表の足し上げ数値が合計数値と合わない場合がある。 
 
  （２）  普通会計性質別経費の状況 

（単位：千円、％） 

区    分 決 算 額 構成比 税  等 経常一般財源 経常収支比率 

（1）  人 件 費             20,356,276 12.7 18,439,344 18,223,682 21.6 

（2）  物 件 費             22,968,180 14.3 15,041,473 12,576,558 14.9 

（3）  維 持 補 修 費             1,212,381 0.8 1,136,368 1,136,368 1.3 

（4）  扶 助 費             51,134,913 31.9 15,415,854 14,911,227 17.6 

（5）  補 助 費 等             17,835,235 11.1 16,048,405 12,195,663 14.4 

（6）  投 資 的 経 費             16,780,271 10.5 3,010,669 -  - 

（7）  公 債 費             11,440,084 7.1 11,197,359 10,809,986 12.8 

（8）  積 立 金             4,029,728 2.5 3,777,185 -  -  

（9）  投資及び出資金・貸付金             17,296 0.0 559 559 0.0 

（10） 繰 出 金             14,650,511 9.1 10,727,381 10,727,381 12.7 

（11） 前 年 度 繰 上 充 用 金             -  -  -  -  - 

歳 出 合 計 160,424,875 100.0 95,475,261 80,581,424 
(99.1) 

95.3 

  〔注〕「経常収支比率」の（ ）書は、臨時財政対策債を歳入経常一般財源から除いた場合の数値。 

・端数処理の関係で、各表の足し上げ数値が合計数値と合わない場合がある。 
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（３）  普通会計決算収支 

                                                                                          （単位：千円） 

区        分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

 1  歳入総額                  A 193,100,613 166,805,294 163,700,770 

 2  歳出総額                  B 189,604,776 162,745,824 160,424,875 

 3  歳入歳出差引額 A-B        C 3,495,837 4,059,470 3,275,895 

 4  翌年度へ繰り越すべき財源   D 1,802,162 1,601,894 784,945 

 5  実質収支 C-D              E 1,693,675 2,457,576 2,490,950 

 6  単年度収支                F 38,737 763,901 33,374 

 7  積立金                    G 2,308,848 936,405 1,934,474 

 8  繰上償還金                H 7,133 289,560 387,373 

 9  積立金とりくずし額          I 1,000,000 - 37,500 

10  実質単年度収支   F+G+H-I    J 1,354,718 1,989,866 2,317,721 
 
  

（４）  普通会計財政指標 

                                                                                        （単位：千円、％） 

区        分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

基 準 財 政 需 要 額 

（錯誤措置額を除く） 
60,721,841 62,419,763 64,512,915 

基 準 財 政 収 入 額 

（錯誤措置額を除く） 
48,526,829 46,864,189 48,902,784 

標 準 財 政 規 模 79,524,793 82,493,466 81,083,765 

財 政 力 指 数 0.797 0.782 0.769 

実 質 収 支 比 率 2.1 3.0 3.1 

経 常 収 支 比 率 95.7（102.7) 92.3（99.2) 95.3（99.1) 

積 立 金 現 在 高 29,826,978 33,150,299 36,937,248 

地 方 債 現 在 高 111,037,102 113,684,951 112,892,881 

債 務 負 担 行 為 額 38,035,071 38,073,914 47,700,885 

〔注〕「経常収支比率」の（ ）書は、臨時財政対策債を歳入経常一般財源から除いた場合の数値。 

 
 
（５）  健全化判断比率 

                                                （単位：％） 

区        分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

実 質 赤 字 比 率 - - - 

 連 結 実 質 赤 字 比 率 - - - 

 実 質 公 債 費 比 率 ▲0.4 0.0 0.6 

将 来 負 担 比 率 - - - 

〔注〕早期健全化基準及び財政再生基準。 
・実質赤字比率   （早期健全化基準）11.25％ （財政再生基準）20％ 
・連結実質赤字比率 （早期健全化基準）16.25％ （財政再生基準）30％ 
・実質公債費比率  （早期健全化基準）25％ （財政再生基準）35％ 

・将来負担比率   （早期健全化基準）350％  
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（３）  普通会計決算収支 

                                                                                          （単位：千円） 

区        分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

 1  歳入総額                  A 193,100,613 166,805,294 163,700,770 

 2  歳出総額                  B 189,604,776 162,745,824 160,424,875 

 3  歳入歳出差引額 A-B        C 3,495,837 4,059,470 3,275,895 

 4  翌年度へ繰り越すべき財源   D 1,802,162 1,601,894 784,945 

 5  実質収支 C-D              E 1,693,675 2,457,576 2,490,950 

 6  単年度収支                F 38,737 763,901 33,374 

 7  積立金                    G 2,308,848 936,405 1,934,474 

 8  繰上償還金                H 7,133 289,560 387,373 

 9  積立金とりくずし額          I 1,000,000 - 37,500 

10  実質単年度収支   F+G+H-I    J 1,354,718 1,989,866 2,317,721 
 
  

（４）  普通会計財政指標 

                                                                                        （単位：千円、％） 

区        分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

基 準 財 政 需 要 額 

（錯誤措置額を除く） 
60,721,841 62,419,763 64,512,915 

基 準 財 政 収 入 額 

（錯誤措置額を除く） 
48,526,829 46,864,189 48,902,784 

標 準 財 政 規 模 79,524,793 82,493,466 81,083,765 

財 政 力 指 数 0.797 0.782 0.769 

実 質 収 支 比 率 2.1 3.0 3.1 

経 常 収 支 比 率 95.7（102.7) 92.3（99.2) 95.3（99.1) 

積 立 金 現 在 高 29,826,978 33,150,299 36,937,248 

地 方 債 現 在 高 111,037,102 113,684,951 112,892,881 

債 務 負 担 行 為 額 38,035,071 38,073,914 47,700,885 

〔注〕「経常収支比率」の（ ）書は、臨時財政対策債を歳入経常一般財源から除いた場合の数値。 

 
 
（５）  健全化判断比率 

                                                （単位：％） 

区        分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

実 質 赤 字 比 率 - - - 

 連 結 実 質 赤 字 比 率 - - - 

 実 質 公 債 費 比 率 ▲0.4 0.0 0.6 

将 来 負 担 比 率 - - - 

〔注〕早期健全化基準及び財政再生基準。 
・実質赤字比率   （早期健全化基準）11.25％ （財政再生基準）20％ 
・連結実質赤字比率 （早期健全化基準）16.25％ （財政再生基準）30％ 
・実質公債費比率  （早期健全化基準）25％ （財政再生基準）35％ 

・将来負担比率   （早期健全化基準）350％  
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【ＤＸ推進課】 

 

（１） 端末及びパソコンの設置状況（令和 5年 3月末現在） 

（単位：台） 

                                                                                                                     

（２） 部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

市長 1   - 1 

副市長 3   - 3 

教育長 1   - 1 

計 5   - 5 

危機管理部 
 

  
  

  

危機管理政策課 12 

MCA無線用 1 

22 

被災者支援システム（サーバー用） 2 

被災者支援システム（端末用） 4 

資料作成用（防犯協議会） 2 

テレビ会議用受信端末 1 

危機管理対策推進課 11 

消防情報システム用 2 

54 

防災気象情報用 1 

市防災行政無線用 1 

大阪府防災行政無線用 1 

全国瞬時警報システム（J-ALERT）用 1 

自主防災支援用 1 

災害対策本部用 20 

一斉受令用パソコン 1 

避難行動要支援者名簿用 5 

MCA無線用 1 

被災者支援システム（サーバー用） 2 

被災者支援システム（端末用） 4 

資料作成用（防犯協議会） 2 

テレビ会議用受信端末 1 

消費生活センター 10 

出前講座用 1 

25 

消費生活情報検索用 3 

消費生活情報検索用タブレット端末 3 

消費生活相談メール用 1 

PIO‐NET端末サーバー機 1 

PIO‐NET端末 6 

計 33   68 101 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

市長公室 
 

  
  

  秘書課 11   - 11 

  
広報プロモーション課 14 

画像及び動画の編集用 PC（広報管理） 3 
18 

  iPad（広報管理） 1 

  広聴相談課 12   - 12 

  人権政策室 17 
枚方市男女共生フロア・ウィルの図書貸出

し業務等 
1 18 

  市民活動課 12 業務用（サプリ村野） 4 16 

  計 66   9 75 

総合政策部 
 

  
  

  

企画政策室 
 

  
  

  
企画課 14   - 14 

政策推進課 7   - 7 

財政課 11 公会計事務用端末 1 12 

行革推進課 8   - 8 

ＤＸ推進課 23 

モバイルワーク用端末 200 

383 

Web会議用タブレット 65 

ペーパーレス会議用タブレット 83 

動画編集用パソコン 2 

通訳サービス用タブレット 10 

計 63   361 424 

市駅周辺まち活性化部 13 
Gaia（土木積算システム）用リースパソコ

ン 
1 14 

市民生活部 
 

  
  

  

市民室 
 

  
  

  

地域サービス課 12 戸籍・住基関係事務 3 15 

市民課 34 

戸籍・住基関係事務 37 

141 

税総合システム 13 

住基ネット事務用 32 

特別永住者管理事務用 1 

マイナンバー事務用 19 

住居表示地図情報システム用 3 

窓口番号呼出機管理用 2 

パスポートセンター 3 
旅券発給事務用 3 

8 
ICチップ確認用 2 

津田支所 11 戸籍・住基関係事務 9 26 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

市長公室 
 

  
  

  秘書課 11   - 11 

  
広報プロモーション課 14 

画像及び動画の編集用 PC（広報管理） 3 
18 

  iPad（広報管理） 1 

  広聴相談課 12   - 12 

  人権政策室 17 
枚方市男女共生フロア・ウィルの図書貸出

し業務等 
1 18 

  市民活動課 12 業務用（サプリ村野） 4 16 

  計 66   9 75 

総合政策部 
 

  
  

  

企画政策室 
 

  
  

  
企画課 14   - 14 

政策推進課 7   - 7 

財政課 11 公会計事務用端末 1 12 

行革推進課 8   - 8 

ＤＸ推進課 23 

モバイルワーク用端末 200 

383 

Web会議用タブレット 65 

ペーパーレス会議用タブレット 83 

動画編集用パソコン 2 

通訳サービス用タブレット 10 

計 63   361 424 

市駅周辺まち活性化部 13 
Gaia（土木積算システム）用リースパソコ

ン 
1 14 

市民生活部 
 

  
  

  

市民室 
 

  
  

  

地域サービス課 12 戸籍・住基関係事務 3 15 

市民課 34 

戸籍・住基関係事務 37 

141 

税総合システム 13 

住基ネット事務用 32 

特別永住者管理事務用 1 

マイナンバー事務用 19 

住居表示地図情報システム用 3 

窓口番号呼出機管理用 2 

パスポートセンター 3 
旅券発給事務用 3 

8 
ICチップ確認用 2 

津田支所 11 戸籍・住基関係事務 9 26 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

 

  

税総合システム 2 

 住基ネット事務用 4 

香里ケ丘支所 10 

戸籍・住基関係事務 9 

24 税総合システム 2 

住基ネット事務用 3 

北部支所 11 

戸籍・住基関係事務 12 

34 

税総合システム 2 

窓口支援用 3 

マイナポータル用 2 

住基ネット事務用 4 

市駅サービスセンター 2 戸籍・住基関係事務 3 5 

国民健康保険室 
 

  
  

  

国民健康保険課 10 

国保システム処理 83 

111 
情報集約連携用 1 

窓口番号呼出機管理用 1 

電子レセプト用 16 

後期高齢者医療課 20 

後期高齢者医療事務支援システム 3 

39 大阪府後期高齢者医療広域連合電算処理

システム 
16 

年金児童手当課 36 

児童手当事務処理用  3 

48 国民年金事務処理用  8 

窓口番号呼出機管理用  1 

医療助成課 2 

窓口業務用 3 

24 事務処理用 17 

窓口番号呼出機管理用 2 

税務室  
 

  
  

  

市民税課 7 

税総合システム 93 

110 地方税電子申告システム 7 

システムテスト用 3 

資産税課 5 
税総合システム 44 

50 
地方税電子申告システム 1 

納税課 3 

税総合システム 41 

46 地方税電子申告システム 1 

コンビニ収納データ受信 1 

債権回収課 3 税総合システム 10 13 

計 169   525 694 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

総  務  部 
 

  
  

  

人事課 15   - 15 

職員課 17   - 17 

コンプライアンス推進課 13   - 13 

総務管理室 
 

  
  

  
総務管理課 23 看板製作用 1 24 

財産管理課 13   - 13 

契約課 17 情報閲覧用 1 18 

工事検査課 6   - 6 

計 104   2 106 

観光にぎわい部 
 

  
  

  

観光交流課 15   - 15 

商工振興課 14 

貸室用（地域活性化支援センター パソコ

ン研修室） 
32 

48 
事務用（地域活性化支援センター 管理事

務室窓口） 
2 

農業振興課 14 
土地改良積算システム 1 

17 
農林水産省積算システム 2 

文化生涯学習課 13   - 13 

  

楠葉生涯学習市民センター - 窓口用 2 2 

蹉だ生涯学習市民センター 1 
窓口用 1 

3 
予約システム用 1 

御殿山生涯学習美術センター - 窓口用 2 2 

牧野生涯学習市民センター 1 
窓口用 1 

3 
予約システム用 1 

牧野生涯学習市民センター（牧野

北分館） 
- 

窓口用 1 
2 

予約システム用 1 

津田生涯学習市民センター - 窓口用 2 2 

菅原生涯学習市民センター - 窓口用 2 2 

南部生涯学習市民センター 9 窓口用 2 11 

生涯学習情報プラザ - 

ＩＴ体験ルーム用 11 

14 予約システム用 1 

事務処理用 2 

サンプラザ生涯学習市民センター 8 
窓口用 1 

10 
予約システム用 1 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

総  務  部 
 

  
  

  

人事課 15   - 15 

職員課 17   - 17 

コンプライアンス推進課 13   - 13 

総務管理室 
 

  
  

  
総務管理課 23 看板製作用 1 24 

財産管理課 13   - 13 

契約課 17 情報閲覧用 1 18 

工事検査課 6   - 6 

計 104   2 106 

観光にぎわい部 
 

  
  

  

観光交流課 15   - 15 

商工振興課 14 

貸室用（地域活性化支援センター パソコ

ン研修室） 
32 

48 
事務用（地域活性化支援センター 管理事

務室窓口） 
2 

農業振興課 14 
土地改良積算システム 1 

17 
農林水産省積算システム 2 

文化生涯学習課 13   - 13 

  

楠葉生涯学習市民センター - 窓口用 2 2 

蹉だ生涯学習市民センター 1 
窓口用 1 

3 
予約システム用 1 

御殿山生涯学習美術センター - 窓口用 2 2 

牧野生涯学習市民センター 1 
窓口用 1 

3 
予約システム用 1 

牧野生涯学習市民センター（牧野

北分館） 
- 

窓口用 1 
2 

予約システム用 1 

津田生涯学習市民センター - 窓口用 2 2 

菅原生涯学習市民センター - 窓口用 2 2 

南部生涯学習市民センター 9 窓口用 2 11 

生涯学習情報プラザ - 

ＩＴ体験ルーム用 11 

14 予約システム用 1 

事務処理用 2 

サンプラザ生涯学習市民センター 8 
窓口用 1 

10 
予約システム用 1 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

文化財課 25 

窓口用 1 

38 

事務処理用 1 

事務処理用（市史資料室） 1 

施設予約用（旧田中家鋳物民俗資料館） 2 

事務処理用（山田分室） 2 

運営管理業務用（枚方宿鍵屋資料館） 6 

スポーツ振興課 
14 予約システム用（春日テニスコート） 3 17 

（野外活動センター含む） 

計 114   85 199 

健康福祉部 
 

  
  

  

健康福祉政策課 25 多⾔語翻訳専⽤機 15 40 

健康寿命推進室 
 

  
  

  

長寿・介護保険課 61 
介護保険事務執行用 40 

102 
国保連伝送用 1 

健康づくり・介護予防課 26 

地域包括システム用端末 5 

37 ウェブ会議用端末 4 

国保データベース用端末 2 

母子保健担当 59 健康教育用端末 6 65 

新型コロナウイルスワクチン接種対策室 24   - 24 

福祉指導監査課 22 
STAR FAX 操作用 1 

24 
国保連伝送用 1 

福祉事務所 
 

  
  

  

健康福祉総合相談課 32 
地域包括事務システム用 101 

134 
生活困窮者自立支援統計システム用 1 

障害企画課 13 

障害福祉システム用 4 

20 
国保連伝送用 1 

点字印刷用 1 

音声読み上げ用 1 

障害支援課 34   - 34 

生活福祉課 92 

生活保護業務・事務処理 10 

112 
電子レセプト閲覧・点検 5 

電子レセプトデータ受信 1 

就労支援業務 4 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

保健所 
 

  
  

  

保健医療課 39   - 39 

保健衛生課 34 犬登録事務 1 35 

保健予防課 106 結核審査会用持ち出し 1 107 

計 567   206 773 

子ども未来部         

  

子ども青少年政策課 26   - 26 

枚方公園青少年センター 9   - 9 

子どもの育ち見守り室         

  
子ども相談課 26 

子ども若者支援用パソコン（市民系） 1 
29 

Web会議用パソコン 2 

子ども支援課 19 研修用 1 20 

子育て支援室         

  

私立保育幼稚園課 19   - 19 

公立保育幼稚園課 19 
動画編集用スタンドアロン PC 1 

135 
保育支援システム用 iPad 115 

ひらかた子ども発達支援センター 74 保育 ICT化用タブレット 11 85 

保育幼稚園入園課 40 

窓口呼び出し用(ネコの目) 1 

53 窓口呼び出し用(ネコの目スマホ) 8 

窓口用 4 

保育所等 148   - 148 

計 380   144 524 

環 境 部         

  

環境政策課 19 

イベント用 1 

28 

環境情報コーナーHP 閲覧用 1 

火葬場管理システム用（環境政策課） 1 

火葬場管理システム用（やすらぎの杜） 2 

火葬炉制御用 2 

太陽光パネルデータ読み取り用 1 

ソラパ監視用（淀川衛生事業所） 1 

循環型社会推進室         

  

循環型社会推進課 10   - 10 

ごみ減量推進課 36 
塵芥収集車ドライブレコーダーのデータ

取り込み 
1 37 

家庭ごみ業務第１課 20   - 20 

家庭ごみ業務第２課 19   - 19 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

保健所 
 

  
  

  

保健医療課 39   - 39 

保健衛生課 34 犬登録事務 1 35 

保健予防課 106 結核審査会用持ち出し 1 107 

計 567   206 773 

子ども未来部         

  

子ども青少年政策課 26   - 26 

枚方公園青少年センター 9   - 9 

子どもの育ち見守り室         

  
子ども相談課 26 

子ども若者支援用パソコン（市民系） 1 
29 

Web会議用パソコン 2 

子ども支援課 19 研修用 1 20 

子育て支援室         

  

私立保育幼稚園課 19   - 19 

公立保育幼稚園課 19 
動画編集用スタンドアロン PC 1 

135 
保育支援システム用 iPad 115 

ひらかた子ども発達支援センター 74 保育 ICT化用タブレット 11 85 

保育幼稚園入園課 40 

窓口呼び出し用(ネコの目) 1 

53 窓口呼び出し用(ネコの目スマホ) 8 

窓口用 4 

保育所等 148   - 148 

計 380   144 524 

環 境 部         

  

環境政策課 19 

イベント用 1 

28 

環境情報コーナーHP 閲覧用 1 

火葬場管理システム用（環境政策課） 1 

火葬場管理システム用（やすらぎの杜） 2 

火葬炉制御用 2 

太陽光パネルデータ読み取り用 1 

ソラパ監視用（淀川衛生事業所） 1 

循環型社会推進室         

  

循環型社会推進課 10   - 10 

ごみ減量推進課 36 
塵芥収集車ドライブレコーダーのデータ

取り込み 
1 37 

家庭ごみ業務第１課 20   - 20 

家庭ごみ業務第２課 19   - 19 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

 

穂谷川資源循環センター 28 

計量処理システム（管理棟内） 1 

32 計量処理システム（事務所内） 1 

計量処理システム（計量棟内） 2 

東部資源循環センター 14 

図面管理システム 5 

49 

建築設備用 2 

計量システム用 4 

環境データ管理用 1 

オペコンソフト運転用 8 

在庫管理用 1 

運転管理帳票用 2 

運転訓練シミュレーター用 2 

クレーンシステム用 4 

振動測定用 1 

オペコンソフト管理用（エンジニアリン

グ） 
2 

シーケンサローダー用 1 

水質分析データ管理用 1 

監視用 1 

希釈放流センター 22 
プラント監視 2 

25 
計量装置 1 

環境指導課 16 
大気常時監視システム用 2 

19 
面的評価システム用 1 

計 184   55 239 

都市整備部         

  

都市計画課 11 
都市計画情報システム 1 

13 
都市計画情報システムの管理 1 

住宅まちづくり課 17 屋外広告物申請登録等用 1 18 

市街地整備室         

  
市街地開発課 9   - 9 

連続立体交差課 11 積算システム用 1 12 

施設整備室         

  

施設計画課 11   - 11 

建築課 17   - 17 

設備課 24   - 24 

施設管理課 21 積算システム用 3 24 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

開発指導室          

  
開発調整課 24 開発情報マップシステム 3 27 

審査指導課 15 開発情報マップシステム 1 16 

計 160   11 171 

土  木  部       
 

  

土木政策課 17   - 17 

道路河川整備課 12 積算システム用 4 16 

みち・みどり室         

  

道路公園管理課 26 道路公園調査用 4 30 

維持補修課 40   - 40 

工事委託課 20 積算システム用 5 25 

交通対策課 11   - 11 

用地課 12   - 12 

計 138   13 151 

会  計  課 13 りそな銀行送信用 1 14 

上下水道局         

  

経営戦略室         

  

上下水道計画課 2 
事務処理用 10 

13 
上下水道施設情報管理システム用 1 

上下水道財務課 1 
事務処理用 10 

12 
会計用 1 

計 3   22 25 

  

上下水道部         

  

上下水道総務室         

  

総務課 5 
事務処理用 48 

55 
災害用 2 

営業料金課 1 

事務処理用 10 

44 受益者負担金システム用 2 

料金システム用 31 

上水道室         

  

上水道管理課 1 

事務処理用 13 

24 上下水道施設情報管理システム用 9 

料金システム用 1 

浄水課 1 

事務処理用 21 
26 

積算システム用 3 

上下水道施設情報管理システム用 1 
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総合政策部 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

開発指導室          

  
開発調整課 24 開発情報マップシステム 3 27 

審査指導課 15 開発情報マップシステム 1 16 

計 160   11 171 

土  木  部       
 

  

土木政策課 17   - 17 

道路河川整備課 12 積算システム用 4 16 

みち・みどり室         

  

道路公園管理課 26 道路公園調査用 4 30 

維持補修課 40   - 40 

工事委託課 20 積算システム用 5 25 

交通対策課 11   - 11 

用地課 12   - 12 

計 138   13 151 

会  計  課 13 りそな銀行送信用 1 14 

上下水道局         

  

経営戦略室         

  

上下水道計画課 2 
事務処理用 10 

13 
上下水道施設情報管理システム用 1 

上下水道財務課 1 
事務処理用 10 

12 
会計用 1 

計 3   22 25 

  

上下水道部         

  

上下水道総務室         

  

総務課 5 
事務処理用 48 

55 
災害用 2 

営業料金課 1 

事務処理用 10 

44 受益者負担金システム用 2 

料金システム用 31 

上水道室         

  

上水道管理課 1 

事務処理用 13 

24 上下水道施設情報管理システム用 9 

料金システム用 1 

浄水課 1 

事務処理用 21 
26 

積算システム用 3 

上下水道施設情報管理システム用 1 
 

総合政策部 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 
 

 

上水道工務課 1 

事務処理用 18 

30 

上下水道施設情報管理システム用 2 

料金システム用 1 

水道工事用設計積算システム 7 

積算システム用 1 

上水道保全課 1 

事務処理用 19 

26 

ロガ型相関式漏水探知機解析用 1 

定点型漏水探知機解析用 1 

上下水道施設情報管理システム用 2 

料金システム用 1 

水道工事用設計積算システム用 1 

下水道室         

  

下水道管理課 1 

事務処理用 21 

34 
料金システム用 1 

上下水道施設情報管理システム用 6 

水洗化管理システム用 5 

汚水整備課 1 

事務処理用 13 

23 積算システム用 8 

上下水道施設情報管理システム用 1 

雨水整備課 - 

事務処理用 9 

11 上下水道施設情報管理システム用 1 

雨水流出解析システム 1 

下水道施設維持課 1 

事務処理用 35 

61 

データ管理用 1 

積算システム 3 

監視システム 19 

上下水道施設情報管理システム用 2 

計 13   321 334 

市立ひらかた病院         

  

総務課 6 院内ペガサス用端末 55 61 

経営企画課 - 

ＯＡ用（グループウェア端末） 12 

14 銀行接続用端末 1 

カラーレーザープリンタ用スタンドアロ

ン 
1 

医事課 1 電子カルテ用 583 584 

 

－ 119 －



総合政策部 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

病児保育室 
 

  
  

計 7   652 659 

教育委員会         

  

総合教育部         

  

教育政策課 28 校務支援用 1 29 

新しい学校推進室 14 校務支援用 1 15 

おいしい給食課 13   - 13 

  （共同調理場） 17   - 17 

計 72   2 74 

  

中央図書館 

（市駅前サービススポット、分室含む） 
24 

図書館業務システム用 73 

120 

利用者用インターネット利用端末 16 

レファレンス用端末 1 

事務用 2 

障害者サービス製作用インターネット端

末 
1 

学校図書館システム用 1 

サーバ管理用 1 

自動貸出機用 1 

香里ケ丘図書館 - 
図書館業務システム用 11 

14 
利用者用インターネット利用端末 3 

楠葉図書館 - 
図書館業務システム用 9 

10 
利用者用インターネット利用端末 1 

菅原図書館 - 
図書館業務システム用 9 

10 
利用者用インターネット利用端末 1 

蹉跎図書館 - 
図書館業務システム用 7 

8 
利用者用インターネット利用端末 1 

御殿山図書館 - 
図書館業務システム用 7 

8 
利用者用インターネット利用端末 1 

牧野図書館 - 
図書館業務システム用 9 

10 
利用者用インターネット利用端末 1 

津田図書館 - 
図書館業務システム用 7 

8 
利用者用インターネット利用端末 1 

計 24   164 188 

  

学校教育部         

  
教育支援室         

  学校支援課 16 学事情報システム 12 28 
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総合政策部 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

 

病児保育室 
 

  
  

計 7   652 659 

教育委員会         

  

総合教育部         

  

教育政策課 28 校務支援用 1 29 

新しい学校推進室 14 校務支援用 1 15 

おいしい給食課 13   - 13 

  （共同調理場） 17   - 17 

計 72   2 74 

  

中央図書館 

（市駅前サービススポット、分室含む） 
24 

図書館業務システム用 73 

120 

利用者用インターネット利用端末 16 

レファレンス用端末 1 

事務用 2 

障害者サービス製作用インターネット端

末 
1 

学校図書館システム用 1 

サーバ管理用 1 

自動貸出機用 1 

香里ケ丘図書館 - 
図書館業務システム用 11 

14 
利用者用インターネット利用端末 3 

楠葉図書館 - 
図書館業務システム用 9 

10 
利用者用インターネット利用端末 1 

菅原図書館 - 
図書館業務システム用 9 

10 
利用者用インターネット利用端末 1 

蹉跎図書館 - 
図書館業務システム用 7 

8 
利用者用インターネット利用端末 1 

御殿山図書館 - 
図書館業務システム用 7 

8 
利用者用インターネット利用端末 1 

牧野図書館 - 
図書館業務システム用 9 

10 
利用者用インターネット利用端末 1 

津田図書館 - 
図書館業務システム用 7 

8 
利用者用インターネット利用端末 1 

計 24   164 188 

  

学校教育部         

  
教育支援室         

  学校支援課 16 学事情報システム 12 28 

総合政策部 
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（２）部課名等 OA端末  原課所管端末 台数 計 

  

 

児童生徒支援課 33 事務処理用（内部系） 1 34 

放課後子ども課 20 

事務処理用（内部系） 46 

76 留守家庭児童会室システム 9 

映像編集等用 1 

学校教育室         

  

教職員課 13 校務支援用 3 16 

教育研修課 29 

施設管理人用窓口ノート PC(本庁内部系） 1 

241 

施設予約用ノート PC(本庁インターネッ

ト系） 
2 

教育工学室教職員研修用ノート PC（教育

外部系） 
14 

教育工学室用職員研修用タブレット PC

（教育外部系） 
16 

教職員研修用ノート PC（スタンドアロン） 3 

研修貸出用 2 

検証用パソコン(2in1 パソコン） 5 

検証用 iPad 5 

検証用パソコン（mac mini) 10 

検証用パソコン（mac book） 6 

プログラミング用 iPad 66 

配信用 iPad 80 

プログラミング用 PC 2 

教育指導課 24 
校務支援用 2 

30 
学校園研修用 4 

計 135   290 425 

市議会事務局（市議会含む）         

  

議会総務課 4 
市議会ストリーミング配信用端末 3 

48 
市議会議員用タブレット 41 

議事調査課 17 議事録検索用端末 1 18 

計 21   45 66 

監査委員事務局 10   - 10 

選挙管理委員会事務局 23 
期日前投票用 23 

51 
選挙人名簿管理システム 5 

農業委員会事務局 
 

  
  

研修用（スタンドアロン） 7   - 7 

総計 2,324   3,005 5,329 

〔注〕部課名は、令和 4年度の部課名を記載。 
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市駅周辺まち活性化部 所管事務の概要 

 

 

 

令和 4年度主要施策の成果と課題 

 

 

【市駅周辺まち活性化部】 

 

  １．枚方市駅周辺再整備の推進について 

本市の中心市街地にふさわしい魅力あふれる賑わいのあるまちの構築をめざして、令和 3 年 3 月に策定した枚方市駅

周辺再整備基本計画に基づき、各街区のまちづくりの事業化に向けた取り組みを進めた。 

④⑤街区については、まちづくりの実現性や魅力をさらに高めていくため、民間事業者へのサウンディング型市場調

査を行い、「④⑤街区の市有地を有効活用したまちづくりの考え方（案）」を取りまとめた。引き続き、都市計画決定に

向けた準備作業として環境影響評価などの取り組みを進めていく。 

③街区については、第１、２工区では施設建築物新築工事の着工、第３工区では引き続き区画道路整備工事及び施設

建築物建築工事が枚方市駅周辺地区市街地再開発組合において進められ、引き続き、取り組みが着実に進むよう再開発

組合への支援を行う。 

枚方市駅前行政サービスの再編については、内装設計を行い、令和４年９月定例月議会で財産取得についての議決を

得た。引き続き、再開発事業の進捗にあわせて、運営管理や内装工事の詳細の検討に取り組む。 

①②街区については、事業の可能性調査や計画の検討を行い、②街区の権利者への説明を行った。引き続き、地権者

との勉強会などに取り組む。 

「④⑤街区の市有地を有効活用したまちづくりの考え方（案）」や①②街区の可能性調査を反映した「枚方市駅周辺再

整備基本計画改訂版(素案)」を作成し、市民説明会やパブリックコメントを実施した。今後、パブリックコメントの結

果などを踏まえた再整備基本計画改訂版を策定する。 

持続的に魅力が高まるまちづくりに向けて、地域のプレイヤーなどと連携して、エリアマネジメントの仕組みの導入

を目指すための参加者が発案したアイデアを自ら実現する社会実験を実施した。引き続き、取りまとめた課題などを踏

まえた社会実験を行い、公共空間活用の可能性を検証する。 

 

  ２．新庁舎整備について 

スマート自治体を実践できるコンパクトな庁舎を目指し、新庁舎整備基本計画策定に向けた考え方（案）を取りまと

めた。引き続き、国（枚方税務署）との合同庁舎化、庁舎機能をさらに高める機能についての検討に取り組む。 

 

 

 

令和 4年度事務概要 

 

 

【市駅周辺まち活性化部】 

 
 （１）  委託業務  

（単位：円） 

委  託  名 契約金額 委託期間 

枚方市駅周辺地区土地区画整理事業調査等支

援業務委託 

（14,942,400） 

-  
令和 4年 4月 28 日～令和 5年 9月 30日 

枚方市駅周辺土地区画整理事業環境影響評価

業務委託 

（56,608,860） 

  -  
令和 5年 1月 4 日～令和 6年 3月 22日 

枚方市駅南側地区事業検討調査支援業務委託 
（15,110,700） 

-  
令和 4年 6月 30 日～令和 5年 9月 30日 

枚方市駅周辺地域エリアマネジメント導入検

討支援業務 
1,430,000  令和 4年 10 月 28日～令和 5 年 3月 31日 

枚方市駅周辺民間活力導入可能性調査委託 
（968,000） 

968,000 
 令和 4 年 3月 4日～令和 4年 7月 29日 

  〔注〕年度のまたがるものについては、（ ）内に契約総額を示している。 

(１)　枚方市駅周辺の再整備に係る企画、立案、調整及び実施に関すること。

(２)　枚方市駅周辺の再整備に係るエリアマネジメントに関すること。
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